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■ 「外形的に事実を確認するもの」 

― かかりつけ報告で、松本会長 ― 

 松本吉郎会長は２月15日の会見で、全世代

社会保障法案に盛り込まれた「かかりつけ医

機能報告」について、見解を述べた。 

 報告した医療機関が機能の要件を満たして

いるか、都道府県が「確認」する仕組みは、

「違反があれば行政処分につながるものでは

なく、あくまで外形的に事実を確認するもの」

だと説明。確認自体に現時点で問題はないと

した。 

 「機能を持っていないから、その人はかか

りつけ医ではない、といったものではない。

また、かかりつけ医とかかりつけ医以外の医

師を区別するものでもない」と強調。認定制

に、明確に反対を示した。 

 「かかりつけ医機能が発揮される制度整

備」のこれまでの議論を振り返り、改めて

「かかりつけ医はあくまで国民が選ぶもの」

だと力を込めた。フリーアクセスで国民が

適切な医療機関を自ら選択できるように支

援することが必要だとし、「制度によって、

これを縛っても決してうまくいかない」と

述べた。 

 国民にかかりつけ医を持つことを義務付け

たり、割り当てたりすることには「反対」の

姿勢だ。１人の医師だけを登録する「登録制」

は、「患者の医療へのアクセス権、医師を選

ぶ権利を阻害する提案」だと問題視。「国民・

患者側からすると、かかりつけ医を固定する

ような提案は、決して望んでないのではない

か」と話した。人頭払いも、現在の複雑で高

度な医療においては、現実的な提案ではない

とした。 

●「地域で面として」機能を果たすべき 

 一つの医療機関が、かかりつけ医機能の

全てを持たなければならないわけではない

とも説明。「地域で面としてのかかりつけ

医機能をしっかりと果たしていくべき」だ

とした。各地域では医師会が中心となって

連携し、夜間・休日の対応などを担ってい

るケースも多くあると指摘。「不足してい

る機能の充足に向けては、医師会を中心と

して各地域で検討することが今後求められ

る」と語った。 

 医師は、かかりつけ医として選ばれるため

の努力が今まで以上に求められるとした。日

医かかりつけ医機能研修制度を受講するなど、

自己研鑽に励み、地域医療を面として支える

ために医療機関間で役割分担をしながら連携

していくことの必要性に触れた。 

●「経営情報DB」、慎重な運用を求める 

 法案の「医療法人・介護サービス事業者の

経営情報に関するデータベース（DB）整備」

にも言及。行政に集められる医療法人の詳細

な経営情報は、あくまでもグルーピングした

分析結果を公表することになっているとし、
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万が一にも、個別の詳細な経営情報が公開

されたり、漏洩したりすることがないよう、

慎重な運用を改めて求めた。 

【メディファクス】 

 

■ トルコ地震で500万円の支援金 

― 日 医 ― 

 トルコ南部のシリア国境近くで発生した大

地震を受け、日本医師会は、現地で支援活動

に取り組む国際医療援助団体「AMDA（アムダ）」

に500万円の支援金を贈った。トルコ医師会へ

の義援金300万円が含まれている。松本吉郎会

長が２月15日の会見で説明した。 

 大規模自然災害発生時には、日医はAMDAと

連携し、被災国の医師会と連絡を取り合いな

がら支援に取り組んでいる。 

 AMDAの医療チームは12日にトルコに到着。

13日にはトルコ医師会を訪問し、見舞状と義

援金を手渡した。義援金は、被災地に物資を

運ぶ車両の購入に充てられるという。 

 松本会長は各医師会、会員に義援金を呼び

かける準備も進めているとした。 

       【メディファクス】 

 

■ 短期滞在入国者「民間医療保険」加入を 

― 黒瀨常任理事 ― 

 黒瀨巌常任理事は２月15日の会見で、「ウ

ィズコロナ」への移行で訪日外国人数が増加

傾向にあることを踏まえ、短期滞在入国者の

「民間医療保険」加入を推進する必要がある

と主張した。 

 推進策の実施を求める要望書を、自民党の

「訪日外国人観光客コロナ対策プロジェクト

チーム」に６日付で提出した。 

 昨年12月の訪日外国人数の推計値は137万

人。コロナ前の2019年12月と比べて、半分強

まで回復している。 

 黒瀨常任理事は、訪日外国人数の回復は

経済の再活性化に向けて重要だとした。一

方で、外国人観光客が医療資源の乏しい地

域で受診するようになると、支払いトラブ

ルなどが起きる可能性もあると指摘。「で

きれば全ての訪日外国人に医療保険に入っ

てもらい、安心・安全に日本での旅行を楽

しんでいただきたい。医療者も積極的に、

友好的に、十分な医療を提供していきたい」

と述べた。 

 平日を含むワンストップ窓口の24時間対応

のほか、予診票・問診票の多言語対応、全国

統一フォームの作成なども進めてほしいとし

た。           【メディファクス】 

 

■ 来月１日から「子ども予防接種週間」 

― 日医や厚労省 ― 

 日本医師会と日本小児科医会、厚生労働省

は、３月1～7日を「子ども予防接種週間」と

し、関連した活動を行う。地域の医師会とも

協力し、予防接種に関する保護者からの相談

対応や、土曜日・日曜日、夜間に接種できる

体制整備に取り組む。 

 保護者や地域住民の予防接種への関心を高

め、予防接種率の向上につなげることを目的

に、毎年実施している。日医の「みんなで安

心マーク」を活用した院内感染対策の推進や

広報・啓発活動なども展開する。 
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 釜萢敏常任理事は２月15日の会見で、新型

コロナウイルスの影響で定期接種を受けにく

い状況が続いていたと指摘。接種率の低下に

懸念を示し、予防接種の重要性を改めて強調

した。国はワクチンの安定供給に取り組んで

いるとし、日医も支援していくと表明した。 

       【メディファクス】 

 

■ 四半期ごと「過去１年の販売額」で判断 

― ゾコーバ再算定、中医協 ― 

 中医協は２月15日、緊急承認を取得した新

型コロナウイルス治療薬「ゾコーバ」の薬価

算定について、対応の方針を決めた。 

 市場拡大再算定などの適用の判断材料とな

る年間販売推定額は、四半期ごとに過去１年

間の販売額を用いて判断することになった。

薬価収載後１年間は、収載からその時点まで

の販売額推計を基に年間販売額を推計して判

断する。 

 ゾコーバの再算定適用の可否を巡り、厚生

労働省は当初、直近３カ月の販売額を４倍し

て年間販売推計額を算出して判断する方法を

論点に挙げていた。これに対して製薬団体は、

短期間で感染者数が大きく変動する感染症の

特性を踏まえ、推計が過大となる可能性を指

摘していた。 

 年間販売額は、薬価調査やNDBの代わりに、

コロナ患者の発生状況や、ゾコーバの投与割

合・出荷量などの情報に基づいて推計する。 

●「1000億円以上」で再算定対象に 

 ゾコーバが再算定の対象となるのは、市場

拡大再算定の既存ルールである「年間販売額

が極めて大きい品目の取り扱いに係る特例」

に該当する場合とした。具体的には、年間市

場規模が「1000億円以上1500億円以下」の場

合と、「1500億円超」の場合だ。 

 製薬団体は、「1500億円超」の場合のみを

対象とするよう訴えていたが、実現しなかっ

た。再算定を行う場合の引き下げ率上限の設

定は、薬価収載時に中医協総会で検討する。 

●収載時は「複数薬」と比較 

 薬価収載時には、「対象疾患」の類似性、

「投与対象患者」の類似性のどちらを優先す

るかで算定薬価が大きく異なる特殊性を踏ま

え、複数の比較薬を選んで薬価を算定するな

どの対応を行う。その際、ゾコーバの臨床的

意義や想定される市場規模などを考慮し、算

定の考え方を明らかにする。 

●薬価算定案、「考え方も示してほしい」 

 15日の中医協・薬価専門部会（部会長＝中

村洋・慶応大大学院経営管理研究科教授）は、

厚労省が示した対応案を了承。その後、総会

でも了承を得た。 

 薬価専門部会で長島公之委員（日医常任

理事）は、厚労省案に同意。その上で、今

後具体的な薬価算定案を示す薬価算定組織

に対し、「検討結果を総会に示す際には、

その考え方についても示してほしい」と注

文した。 

 ゾコーバの薬価を巡っては、年間市場規模

が1500億円を超える可能性が否定できないと

して、通常の薬価算定手続きの前に中医協総

会に報告し、薬価算定方法の議論を行うとい

う「高額薬剤ルール」を初めて適用。中医協

の総会と薬価専門部会で議論していた。この

ルールは、2022年度薬価制度改革の骨子に含

まれている。       【メディファクス】 


